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自家用車活用事業等のモニタリング及び検証、令和８年６月末時点の評価及び

移動の足不足の改善状況についての検証、令和８年６月末時点の利用者目線で

の検証結果の評価 

令 和 ８ 年 ７ 月 21日 

内閣府・国土交通省 

１．モニタリング実施内容 

（１）国土交通省

① モニタリング項目

ア 自家用車活用事業について

a 営業区域ごとの自家用車活用事業の許可事業者数、登録ドライバー増

加人数、稼働台数、運行回数について、運行開始以降週単位で公表。 

b 特別区・武三交通圏、京浜交通圏、名古屋交通圏、京都市域交通圏、

札幌交通圏、仙台市、県南中央交通圏（埼玉）、千葉交通圏、大阪市域

交通圏、神戸市域交通圏、広島交通圏及び福岡交通圏の配車アプリに

よるマッチング率を、運行開始以降毎日・毎時単位で公表。 

イ 自家用有償旅客運送について

運用改善後の導入状況を随時公表。

② 自家用車活用事業等のバージョンアップ

上記のモニタリング結果を踏まえ、令和６年中に以下の措置を実施。

ア 雨天時・酷暑における使用可能時間帯等の制限緩和

イ イベント等があった場合における使用可能時間帯等の制限緩和

ウ 大都市部以外の地域における使用可能時間帯等の制限緩和

エ 災害対応時における使用可能時間帯等の制限緩和

オ 配車アプリを使用しない自家用車活用事業の導入

カ 鉄道等の公共交通機関の遅延時における自家用車活用事業の活用

（２）内閣府

「移動の足不足の改善状況についての検証及び令和８年３月末時点の利用

者目線での検証結果の評価」（令和８年７月21日内閣府）の１. 調査実施内容

に加え、以下のとおり。 

① アンケート調査（サンプル）

ア ホテル・旅館

a 対象地域

大規模団体 ２団体（人口100万人以上：２団体） 
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中規模団体 ３団体（人口20万人以上100万人未満：３団体） 

小規模団体 ５団体（人口20万人未満：５団体） 

b 調査期間 

令和８年４月１日（水）～４月15日（水） 

c 調査方法 

全国10地域にある10のホテル・旅館に対し、書面調査を実施。 

 

    イ 飲食店 

a 対象地域 

大規模団体 ３団体（人口100万人以上：３団体） 

中規模団体 ３団体（人口20万人以上100万人未満：３団体） 

小規模団体 ４団体（人口20万人未満：４団体） 

b 調査期間 

令和８年４月１日（水）～４月15日（水） 

c 調査方法 

全国９地域にある10の飲食店に対し、書面調査を実施。 

 

  ② アンケート調査（全都道府県対象） 

ア ホテル・旅館 

a 対象地域 

47都道府県 

b 有効回答数 

1,983件 

c 調査期間 

令和８年４月３日（金）～４月17日（金） 

d 調査方法 

調査対象事業者に郵送にて案内し、各事業者がwebアンケートに回答 

 

   イ 飲食店 

a 対象地域 

47都道府県 

b 有効回答数 

1,897件 

c 調査期間 

令和８年４月３日（金）～４月17日（金） 

d 調査方法 
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調査対象事業者に郵送にて案内し、各事業者がwebアンケートに回答 

 

２．モニタリング結果の検証及び移動の足不足の改善状況についての検証  

モニタリング結果の検証及び移動の足不足の改善状況についての検証につ

いては、別添１、２のとおりである。 

 

３．令和８年６月末時点での評価  

移動の足不足解消に向けて、自家用車活用事業等に係る取組がなされており、

移動の足不足を解消するツールとして広がっている。これにより、大都市12地

域における配車マッチング率は着実に改善しているほか、利用者目線でみても、

前回調査（令和８年１月公表）から若干改善している値もみられる。他方、移

動の足不足は依然として存在しており、特に、地方の中小都市などにおいて、

移動の足不足が確認されていることから、全国の移動の足不足解消に向けて、

自家用車活用事業等に関する各種取組を、引き続きスピード感をもって行うこ

とが必要と考えられる。 

 

以上 
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自家用車活用事業等のモニタリング結果の検証 

 

令和８年７月21日  

国 土 交 通 省 

 

（１） タクシー及び自家用車活用事業の配車アプリによるマッチング率  

国土交通省では、配車アプリによるタクシー・自家用車活用事業の配車依頼

件数に対する承諾件数、いわゆる「マッチング率」を毎週集計し、公表してい

るところ。自家用車活用事業導入前の令和５年と導入後の令和６年４月以降の

マッチング率を月ごとに比較すると、約８割～９割の時間帯でマッチング率が

改善している。 

（比較月：マッチング率が改善した時間帯） 

 令和６年度         令和７年度 

・４月：88％        ・４月：92％ 

・５月：89％        ・５月：93％ 

・６月：89％        ・６月：96％ 

・７月：77％        ・７月：97％ 

・８月：85％        ・８月：96％ 

・９月：85％        ・９月：92％ 

・10月：83％        ・10月：95％ 

・11月：83％        ・11月：98％ 

・12月：83％        ・12月：92％ 

・１月：85％        ・１月：91％ 

・２月：88％        ・２月：91％ 

・３月：88％        ・３月：98％ 

 

（２）（１）の地域以外の地域における施策効果の把握 

配車アプリデータが十分に確認できない地域における施策効果の把握に努

めた。例えば、自家用車活用事業を活用した地方公共団体の首長からは以下の

コメント。 

  ○自家用車活用事業を導入したところ、車両の増加により市民の交通手段も

確保され、オーバーツーリズムの解消が図られた。 

○深夜の時間帯や忘年会・新年会シーズンに対応できるよう、自家用車活用事

業を導入したところ、タクシーへの苦情がほとんどなくなるとともに、夜の

需要に応えられるようになったため、地域の活性化につながった。 
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○自家用車活用事業は、タクシー事業者により安全・安心が確保されている点

やタクシードライバー不足・繁忙時間帯対応として有効と考える。 

○自家用車活用事業のドライバーからステップアップして、新たな二種免許ド

ライバーの確保につながることも期待している。 

○自家用車活用事業はタクシーの補完として、タクシーの待ち時間の短縮につ

ながっており、特に高齢者や交通手段が限られている地域住民に対して、柔

軟な移動手段を提供できるものと期待している。  

○自家用車活用事業の導入により、来訪者が大幅に増加するイベント開催時に

おいて移動の足の補完につながった。  

○自家用車活用事業を導入することにより、タクシーの不足する時間帯におい

て、市民、観光客だけでなく、ビジネス客の移動も支えている。  

○平日の日中に自家用車活用事業を導入することで、夜の繁忙時間帯にタクシ

ーを運行できる余力を確保することができた。 

 

（３） 国土交通省「交通空白」解消本部における取組  

全国各地で、タクシー、乗合タクシー、自家用車活用事業や自家用有償旅客

運送等を地域住民や来訪者が使えないといった「交通空白」の解消に向けて早

急に対応していくため、令和６年７月 17 日に、国土交通大臣を本部長とする

国土交通省「交通空白」解消本部を設置した。同本部のもと、「地域の足」や

「観光の足」の確保に向け、自家用車活用事業・自家用有償旅客運送の取組に

未着手の自治体への伴走支援や、自治体とタクシー事業者等との橋渡しなど、

自治体・交通事業者とともに、「交通空白」の解消に向けた取組を進めてきた

ところ。その取組の状況は以下のとおり。 

① 「地域の足」「観光の足」確保に向けた取組状況 

市町村等を対象とした「交通空白」リストアップ調査を行い、運輸局・運

輸支局により、首長等の訪問などの「交通空白」解消に向けた取組を進めて

きたところ。 

さらに、令和６年 11月に「交通空白」解消・官民連携プラットフォーム

を設置し、お困りごとを抱える自治体・交通事業者等と様々な分野の企業・

団体群の連携・協働体制のもと、実効性及び持続可能性のある取組を全国規

模で推進している。 

国土交通省では、「「交通空白」解消に向けた取組方針」に基づき、令和

７年度から９年度の３か年を「交通空白解消・集中対策期間」として、地方

運輸局等による伴走支援や民間技術・サービスの活用など国による総合的な

後押しの下、自治体等における持続可能な体制の構築も進め、全国の「交通

空白」の解消を図る。 
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② 自家用車活用事業の許可・運行開始済地域がある都道府県数 

・第１回本部（令和６年７月 17日）時点：21都道府県 

・第２回本部（令和６年９月４日）時点：22都道府県 

・第３回本部（令和６年 12月 11日）時点：47都道府県 

③ 自家用有償旅客運送の導入状況・効果 

・令和５年 12 月末の運用改善以降、平均を大きく上回るペースで、令和６・

７年度は平均 65 主体/年度で導入（改善以前の平成 26 年度から令和５年

度までは平均 22主体/年度） 

・「活力ある地方を創る首長の会」の会員を対象に、全国自治体ライドシェ

ア連絡協議会1が令和６年 12月に実施したアンケート結果によれば、自家

用有償旅客運送・自家用車活用事業の制度改善について、６割を超える自

治体が有効と評価 

 

（４）各種モニタリング結果の検証 

国土交通省において実施した各種取組により、自家用車活用事業は149地域

（令和８年５月24日時点）、自家用有償旅客運送は681地域（令和８年３月31日

時点）において導入されていることから、「全国で広く利用されている」と考

えられる。 

また、国土交通省の実施したモニタリングにおいて、配車マッチング率が大

幅に改善しているほか、地方公共団体の首長から、「タクシードライバー不足・

繁忙時間帯対応として有効」、「タクシーへの苦情がほとんどなくなるととも

に、夜の需要に応えられるようになったため、地域の活性化につながった」と

のコメントがあったこと等を踏まえても、「移動の足」不足を解消するための

ツールとして浸透し、効果が出ていると考えられる。 

他方で、内閣府の調査結果においては、中小規模の地方公共団体においては、

「地域の公共交通機関の利便性について、不便である」との利用者の声も確認

されるため、中小規模の地方公共団体の関係者が、自家用車活用事業や自家用

有償旅客運送を活用したいと考えた際に、効果的にこれらの制度を活用できる

ような運用改善を講じていく事が必要であると考えられる。 

なお、内閣府調査結果を踏まえると、生活者、中小規模の団体の生活者や旅

行者に対する移動実態等に関する調査結果においては、個別輸送サービスであ

るタクシー利用に関して困った経験をした利用者については、同調査で回答を

した利用者の割合を鑑みると、地域の「移動の足」の確保のための課題解決に

当たっては、個別輸送サービスのみに着目するのではなく、個別輸送サービス

 
1 当時。現在は全国自動車移動連絡協議会。 
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も含め、各地域の移動ニーズに対して交通モードを総合して対応していくこと

が必要である。 

この点、全国の自治体において、タクシー、乗合タクシー、自家用車活用事

業、自家用有償旅客運送をはじめ、様々なツールが着実に浸透してきた。また、

令和６年７月に設置された国土交通省「交通空白」解消本部のもと、地方運輸

局等による伴走支援等を行いつつ、同年 11 月には「交通空白」解消・官民連

携プラットフォームを立ち上げ、お困りごとを抱える自治体や交通事業者等と

様々な資源を持つ幅広い分野の企業・団体群の連携・協働により、実効性及び

持続可能性のある取組を全国規模で推進する体制を整え、「地域の足」・「観光

の足」の確保を強力に進めてきたところ。同本部においては、「「交通空白」解

消に向けた取組方針」に基づき、令和７年度から９年度の３か年を「交通空白

解消・集中対策期間」として、地方運輸局等による伴走支援や民間技術・サー

ビスの活用など国による総合的な後押しの下、自治体等における持続可能な体

制の構築も進めながら、あらゆる輸送手段を総動員し、全国各地の「交通空白」

解消に向けた取組を強化する。 
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自家用車活用事業等のモニタリング結果の検証及び 

移動の足不足の改善状況についての検証 

 

令和８年７月21日  

内 閣 府 

 

「移動の足不足の改善状況についての検証及び令和８年３月末時点の利用者

目線での検証結果の評価」（令和８年７月 21日内閣府）の２. 調査結果の検証

に加え、以下のとおり。 

①  アンケート調査（サンプル） 

ア ホテル・旅館 

     全10施設が直近３か月の間に利用客からタクシーの手配を受けており、

９施設において双方の時点でタクシー手配に困難がある旨の回答、１施設

では、令和８年４月時点でタクシー手配に困難がない旨の回答へと変更。な

お、令和７年10月時点と令和８年４月時点で季節が異なる点に留意が必要。 

 イ 飲食店 

   全10施設のうち９施設が直近３か月の間に利用客からタクシーの手配を

受けており、５施設において双方の時点でタクシー手配に困難がある旨の

回答、３施設では、令和８年４月時点でタクシー手配に困難がない旨の回答

へと変更。（１施設は２回目の回答なし。）なお、令和７年10月時点と令和８

年４月時点で季節が異なる点に留意が必要。 
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②  アンケート調査（全都道府県対象） 

ア ホテル・旅館 

ホテル・旅館については、利用客からのタクシー手配依頼に対して、タク

シーの確保に困難を生じたことがあるとの回答が６割半ばであり（１図）、

困難が生じる頻度については、10回のうち１回以上と答える者の割合は８割

弱存在している（２図）。タクシー手配のしやすさは、昨年と比べ悪化と回

答した者が３割弱存在している（３図）。 

 

 

 

 

 

 

※単純集計グラフについては前回調査結果（内閣府「移動実態に関する調査結果」（令和７年２月調査開始、令和７年３月公表）を

（）内に併記している（以下の図表も同様）。 
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      に              に関する  回 （  ）        

   

     つ    いのは   の 
  は いのに     の   に 
      を下     するのは 
 に      る。

   

      に する    を   
 している   する。  様    
            の  を   
している  、      の   も
 い。フ       す   に  
 、  を         する  
もし し    。  を  に  し
ても、  様の    に す    
 に   い。

   

             い     、
           、  様  の
      を  する す に   
  。  様  の    は    
 、    の      いの   
 、  は    を       い
  い    。

   

  に  て  してい     、 
 に  て  してい     するの
   に      い。  し  も
 い は  る        を し
ている。

   

          し    も、 
       に  い    、 に
         の    に  る
     る。         は、
  に  を  る 、 の  の  
         を  て、    
  の    は  する  。

   

 前    の        、  
 に  を  る     しても  
 い   前  をする  にしている。
    に    る  には    
      の  を  している。

    

       は      、   
       、         す
る。

  府

      し        、  
    に    をつ   て  て
  てし      、  し   
       を     てはい  
    。

 下記    は、回 い  い   回 を  し ものを記 。 実関 は   。
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イ 飲食店 

飲食店については、利用客からのタクシー手配依頼に対して、タクシ

ーの確保に困難を生じたことがあるとの回答が４割半ばであり（１図）、

困難が生じる頻度についても、10回のうち１回以上と答える者の割合は

７割強存在している（２図）。タクシー手配のしやすさは、昨年と比べ悪

化と回答した者が２割弱存在しており、小規模団体ほど、その割合が高

くなっている（３図）。 
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      に              に関する  回 （  ）

   

 年前  は、    の  を   、
  してい し 。
  は、  様          
  を  して   い 、     
 に     す。

   

    る      を す  に 
 も  し 。

   

  に      、  様  内  
つ に    の    を  に  
てし         す。     
フ   様の 前          
    の  に  てし   も。

   

    を   「  し    い」
    るのは い      に  
  い  も る。

   

    を       に て しを
        い   る。

   

       ても         
   の         、 の の
     している。

   

 の  の    の    は    
  の      は     い。

  府

  様に   て しの    を  
  、     る  に  、   
 に  を  す。

   ２

 下記    は、回 い  い   回 を  し ものを記 。 実関 は   。


